
さぬき市民間住宅耐震対策支援補助金交付要綱 

平成２３年３月３１日 

告示第４８号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震に対する既存住宅の耐震性の向上を図り、市民の安全を

確保するため、市内にある既存住宅の耐震対策をする者に対し、さぬき市民間住

宅耐震対策支援補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「住宅」とは、併用住宅（住宅以外の用に供する部分

の床面積が延べ面積の２分の１未満のものをいう。）を含み、一戸建て又は長屋

建ての住宅をいう。ただし、枠組壁工法、丸太組工法及び大臣の特別な認定を得

た工法等によるものを除く。 

２ この要綱において、「耐震対策」とは、住宅の耐震診断及び耐震改修工事をい

う。 

３ この要綱において、「耐震診断」とは、次の各号のいずれかの方法により耐震

診断技術者（建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１０条の２第４項に規定

する構造設計１級建築士又は建築士の資格を有し、財団法人日本建築防災協会に

よる木造住宅の耐震診断・耐震補強技術者養成講習会、香川県による木造住宅耐

震対策講習会若しくはその他市長が認める講習会を受講した者をいう。）が行う

住宅の地震に対する安全性の評価をいう。 

(1) 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第３章第８節に規定する構

造計算によるもの 

(2) 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８

年国土交通省告示第１８４号。以下「基本方針」という。）別添第一に示すも

の 

(3) 前２号に掲げるもののほか、これらと同等以上の評価精度を有すると認めら

れるもの 

４ この要綱において、「耐震改修工事」とは、次の各号のいずれかの方法により

行う住宅の地震に対する安全性の向上を目的として、県内に営業所を設けている

事業者が施工する補強又は改修の工事をいう。 

(1) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「基準法」という。）第１９

条及び第２０条の規定に適合するように行われるもの 

(2) 基本方針別添第二に示すもの 

(3) 前２号に掲げるもののほか、これらと同等以上に安全性を向上させると認め



られるもの 

（補助対象住宅） 

第３条 補助金の交付の対象となる住宅は、次の各号のいずれにも該当する住宅と

する。 

(1) 昭和５６年５月３１日以前に着工されていること。 

(2) 市内に住所を有する者が自ら所有しているものであり、耐震対策を行った後

も、主たる居住の場として利用されること。ただし、市長が認める場合は、こ

の限りでない。 

(3) 耐震改修工事については、耐震診断により、構造耐力上主要な部分の地震に

対する安全性が、地震の振動及び衝撃に対して倒壊し、若しくは崩壊する危険

性が高いと評価され、又は倒壊する危険性があると評価されていること。 

(4) 補助金の交付申請の時点において、基準法第９条の規定に基づく香川県知事

からの措置が命じられていないなど、同法の規定に基づく重大な違反がないこ

と。 

(5) この要綱に基づく耐震対策を過去に行っていないこと。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する

者とする。 

(1) 住宅の所有者であること。ただし、市長が認める場合はこの限りでない。 

(2) 市税及び国民健康保険税を滞納していない者であること。 

（補助対象経費等） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、耐

震対策を行う場合の１敷地ごとにそれぞれに要する経費（耐震改修工事には実施

設計費用を含む。）とする。 

２ 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定める額（その額

に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とし、予算

の範囲内で交付する。 

(1) 耐震診断 補助対象経費に１０分の９を乗じて得た額と９万円を比較して、

いずれか少ない額 

(2) 耐震改修工事 補助対象経費に２分の１を乗じて得た額と９０万円を比較し

て、いずれか少ない額 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、民間住

宅耐震対策支援補助金交付申請書（様式第１号）に別表第１に掲げる書類を添え

て、市長に提出しなければならない。 

２ 住宅が共有に係るものである場合は、代表者を申請者とすることができる。 



（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査し、

適正であると認められるときは、速やかに補助金の交付を決定し、民間住宅耐震

対策支援補助金交付決定通知書（様式第２号。以下「交付決定通知書」とい

う。）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定をする場合には、必要な条件を

付することができる。 

（申請内容の変更等） 

第８条 申請者は、補助金の交付決定を受けた耐震対策の内容を変更しようとする

ときは、民間住宅耐震対策支援補助金交付変更承認申請書（様式第３号）を市長

に提出し、承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更はこの限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認

めるときは、民間住宅耐震対策支援補助金変更承認通知書（様式第４号）により

申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第９条 申請者は、補助金交付決定を受けた耐震対策を中止し、補助金の交付申請

を取り下げるときは、民間住宅耐震対策支援補助金交付申請取下届（様式第５

号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請があった場合は、補助金交付の決定がなかったものとみなす。 

（耐震対策が期日までに完了しない場合等の報告） 

第１０条 申請者は、耐震対策が交付決定通知書に付された期日までに完了しない

場合は、市長の指示を受けなければならない。 

２ 申請者は、耐震対策の遂行が困難になった場合は、速やかに市長に報告し、そ

の指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１１条 申請者は、耐震対策が完了したときは、当該完了の日から起算して２０

日を経過した日又は当該年度の３月１０日のいずれか早い日までに、民間住宅耐

震対策支援補助金実績報告書（様式第６号。以下「実績報告書」という。）に別

表第２に掲げる関係書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

（補助金の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、速やかに

その内容の審査及び必要に応じて行う現地調査に基づき、報告に係る事業の成果

が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合していると認められるときは、補

助金の額を確定し、民間住宅耐震対策支援補助金交付額確定通知書（様式第９

号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 



第１３条 申請者は、前条の規定による通知を受けたときは、速やかに市長が指定

する請求書を、市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１４条 市長は、前条の規定による補助金の交付の請求があったときは、申請者

に対して、速やかに補助金を口座振替の方法により交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、民間住宅耐震

対策支援補助金交付取消通知書（様式第１０号）により補助金の交付決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

(1) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(2) 不正の手段によって補助金の交付を受けたとき。 

(3) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 補助金の交付決定の前に、耐震対策に着手したとき。ただし、実施設計につ

いては、事前に市長の承認を得て事業に着手した場合はこの限りでない。 

(5) この要綱及びこの要綱の規定に基づく市長の指示又は命令に違反したとき。 

(6) 耐震対策の全部又は一部を継続する必要がなくなったとき。 

(7) 耐震対策の遂行ができないとき。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し

た場合において、既に補助金が交付されているときは、申請者に対し、民間住宅

耐震対策支援補助金返還請求書（様式第１１号）により、期限を定めて、補助金

の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（書類の保存） 

第１７条 申請者は、補助金の交付を受けた耐震対策の実施状況等を明らかにする

ための台帳、書類その他必要となる図書を整備し、これらを５年間保存しておか

なければならない。 

（立入検査等） 

第１８条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認め

るときは、申請者に対して報告を求め、又は当該職員にその物件を検査させ、若

しくは質問させることができる。 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 



（この要綱の失効） 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱

の規定に基づき、同日以前に交付決定を受けた補助金の交付については、同日後

においても、なおその効力を有する。 

   附 則 （平成２３年さぬき市告示第４８号） 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 （平成２３年さぬき市告示第８４号） 

この要綱は、平成２３年７月１１日から施行する。 

附 則 （平成２３年さぬき市告示第１１０号） 

この要綱は、平成２３年１１月９日から施行する。 

   附 則 （平成２３年さぬき市告示第１２１号） 

 この要綱は、平成２３年１２月１９日から施行する。 

   附 則 （平成２５年さぬき市告示第１５号） 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

 



別表第１（第６条関係） 

耐震診断 １ 住宅の所有者及び建築年が確認できる書類で、次のいずれか

の写し 

(1) 住宅の建築時の建築確認通知書又は検査済証 

(2) 住宅の登記事項証明書 

(3) 固定資産税課税台帳の写し（建築年が記載されたもの） 

 (4) その他住宅の所有者及び建築年を証明することができる書 

  類 

２ 所有者以外の者による申請の場合は、所有者の承諾書 

３ 診断しようとする住宅が分かる図面又は写真 

４ 耐震診断に係る見積書の写し 

耐震改修工事 １ 住宅の所有者及び建築年が確認できる書類で、次のいずれか

の写し 

(1) 住宅の建築時の建築確認通知書又は検査済証 

(2) 住宅の登記事項証明書 

(3) 固定資産税課税台帳の写し（建築年が記載されたもの） 

 (4) その他住宅の所有者及び建築年を証明することができる書 

  類 

２ 所有者以外の者による申請の場合は、所有者の承諾書 

３ 耐震診断報告書（様式第７号） 

４ 既存住宅耐震改修工事に係る設計図書 

(1) 配置図及び各階平面図（耐震改修を行う部分を明示したも

の） 

 (2) 補強計画時の構造評価が分かる計算書（耐震診断技術者が 

行ったもの） 

(3) 基本方針別添第２に示す計算を行ったものは、耐震改修工

事に係る構造詳細図 

(4) その他耐震改修工事内容が確認できる図書 

５ 耐震改修工事費の見積書の写し 

６ 基準法第６条及び第６条の２の規定に基づく建築確認済証の

写し（建築確認が必要な場合に限る。） 

※耐震診断の補助を受けた者は、１及び３は省略することができ

る。 



別表第２（第１１条関係） 

区分 添付書類 

耐震診断 １ 耐震診断報告書（様式第７号） 

２ 配置図及び各階平面図 

３ 耐震診断に係る業務委託契約書の写し 

４ 耐震診断に要した費用の領収書の写し 

５ 調査等の状況写真（２～３枚程度） 

耐震改修工事 １ 耐震改修工事結果報告書（耐震診断技術者が行ったもの）

（様式第８号） 

２ 耐震改修工事に係る請負契約書の写し 

３ 耐震改修工事に要した費用の領収書の写し 

４ 補強又は改修工事の施工写真（改修前後が判明できる写

真）及び必要に応じて出荷証明書等工事関係書類 

５ 交付申請時と改修場所や工法が変更した場合は、それらが

分かる平面図等 

６ 基準法第７条及び第７条の２の規定に基づく検査済証の写

し（建築確認を受けた建築物に限る。） 

 



 


